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①

経済的メリットと、今後企業にも脱炭素の取組が世界的に求められていく（ESG投資）という、リ

スクとチャンスの話などが重要と考えます。

北海道経済連合会

トラック協会

電気料金などコストの見える化

北洋銀行

省エネに取り組む動機は中小企業により様々ですが、概ね「コスト削減」、「社会貢献」が目的と

思われます。したがって、単に省エネの効果だけでなく、経営課題解決にメリットがあるという視

点で情報を発信すべきと考えます。

・設備や建物等の更新で利用できる国の補助金等支援策。

・自社のCO2排出量の算出の方法。（国・道のHP、企業の提供するアプリやサービス等）

・成功事例（省エネによるCO2削減やコスト削減につなっがた等）

・省エネに取り組まない場合の将来的なリスク

令和３年度　第３回「省エネルギー・新エネルギー専門部会」事前意見シート

北海道地方環境事務所

産業部門（特に中小企業）向け省エネ設備等による省エネ促進について

やはり経済的メリットが第一でしょうか。

水産関連ですと漁船エンジンが省エネ・脱炭素等に繋がるかどうか、詳しくは解りませんが、まだ

まだ時間はかかると思います。

社内運動等を考えると使用量のみえる化等も重要と思慮します。

北海道漁業協同組合連合会

北海道銀行

コスト低減の効果、CO2削減がどのようなメリットをもたらすかという事例。

産業部門（特に中小企業）の設備や建物などの更新時に省エネやCO2削減効果の高さやコスト低減

など、省エネに対する動機付けにつながる情報として、どのような情報があると考えますか

（例：使用量の見える化のメリット、経済的メリット、アフターサービスの充実など）

ホクレン農業協同組合連合会

経済的メリット。社会貢献や企業イメージ向上によるメリット。

北海道グリーンファンド

・投資回収の目安、補助金等の情報提供

・省エネによる経費削減効果が従業員の待遇改善（向上）に繋がるものであれば、従業員の理解と

協力が得られ、省エネ促進にもつながっていくのではないか

北海道商工会連合会

使用量の見える化などによる経済的メリット

CSR活動のような環境等に対する取組姿勢を示せる設備投資かどうか。
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② 産業部門（特に中小企業）の皆様に①の情報などをお伝えするのに、どのような形での情報発信が

良いと思いますか。

（例：商品が見える場所での情報発信、セミナーなど講演形式など）

北海道経済連合会

セミナー等を開催し、オンラインにより録画配信（いつでも見られるように）。

北海道商工会連合会

商品デモ、貸与

ホクレン農業協同組合連合会

上部組織や加盟している組合等を通じて情報を発信する。セミナーの開催。インターネットの利

用。

北海道漁業協同組合連合会

企業向けとしては、セミナー等で背景も含め詳しく知りたいといった需要があると思われます。私

共も同様です。

トラック協会

各業界団体等が発行している会報誌への掲載など

北洋銀行

中小企業の省エネに向けた対応は、代表者の判断によるところが大きいと思われます。代表者と日

頃接点のある金融機関と連携し、情報発信すべきと考えます。

北海道銀行

セミナーやSNSによる情報発信。

北海道グリーンファンド

・加盟している商工会、商工会議所などの団体からの情報提供

・金融機関、会計事務所など、経営について相談する窓口になっているところからの情報提供

・実際に設備や建物を導入した事業者の声（成功、失敗など）を聞く機会

北海道地方環境事務所

・メールマガジンやセミナー等の講演形式
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③ 産業部門（特に中小企業）の設備や建物などの更新時等における省エネの促進に向けて貴団体がで

きる取組がありますか

北海道経済連合会

セミナー等により①の情報の発信。

北海道商工会連合会

HP・会報等による周知

北海道漁業協同組合連合会

最新の設備等でコスト面も遜色なく対応できるものがあるのでしょうか？

弊会の場合は関連会社で水産加工を行っておりこの建物・機械の入替等が発生する場合があります

が、コスト判断が主導になっていると思われます。

会報やＨＰでの周知は可能です。

トラック協会

当協会会員向けにはHPや会報誌を用いて省エネ効果の高い設備等の紹介が可能

北洋銀行

省エネ促進に向け、何から始めて良いか分からないケースが多いと思われます。まずは自社の

GHG排出量を計測することが必要。金融機関はGHG排出量可視化サービスの活用を提案し始めて

います。

また、サステナビリティ・リンク・ローン等、環境関連融資により脱炭素化の促進をサポートして

います。

北海道銀行

・該当設備に対応する業者のご紹介（弊行とビジネスマッチングを締結している会社）

・設備資金のご支援（省エネ補助金、利子補給等の活用）（省エネを含め当該企業の環境戦略に合

わせた、サステナブルファイナンスの提供、そうした取組を通じた対外PRの支援）

北海道地方環境事務所

・補助金の御紹介、事例の御紹介が掲載されているＨＰの御紹介等
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④

⑤

産業部門（特に中小企業）の設備や建物などの更新時等における省エネの促進に向けて他団体と連

携してできる取組のアイデアがあれば記載してください

北海道経済連合会

・③のセミナー等を他団体と連携して実施する。

・現在実施中の「ゼロカーボン北海道に関する経済団体や産業団体の勉強会」で、国・道・各団体

と連携して、CNに関する国、道、各団体の取り組みや課題等の情報共有や何にどのように取り組

んでいくか等を勉強・議論する。

北海道漁業協同組合連合会

自然エネルギへの転換、工場での自家発電、省エネ型の加工工場（イメージは解りませんが）こう

いった動きを考えていかねばならないという段階です。

トラック協会

他団体、他業種の取組の紹介など相互に情報発信

北洋銀行

設備や建物などの更新時の資金調達における、国・自治体の利子補給制度等

北海道銀行

建設業者等と連携したイベント等。

ホクレン農業協同組合連合会

なるべく簡単な手続きで導入できること。（補助金等）

北海道漁業協同組合連合会

社内オフィスでの省エネ活動として、現在、どのようなものが主流でどの程度の効果（パーセント

等）が見込まれるのか？継続性も含めご教示いただきたく。

北海道地方環境事務所

・補助事業の御案内。民間企業の方からの相談をすべて事務所のみで受けているとマンパワーが足

りないため、どこかに相談窓口を設けて、連携して支援にあたっていきたいと考えています。

その他「産業部門（特に中小企業）の設備や建物などの更新時等における省エネの促進」について

ご意見やご質問があれば記載してください

北海道経済連合会

・消費者に対して、企業の省エネやCNへの取り組みを理解して頂く取り組みが必要と思います。

・将来を見据えて、CNに関して学校等での教育も必要と思います。
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